
第８回独立行政法人評価制度委員会 

議事次第 

 

日時：平成 28年 12月８日（木）15：30～16：37 

場所：総務省第１特別会議室（中央合同庁舎第２号館８階）  

 

<議題> 

１ 平成 28年度に中（長）期目標期間が終了する７法人に係る組織・

業務の見直し及び見込評価について 

２ 平成 27年度における独立行政法人の業務の実績に係る評価等の

結果について 

３ 「独立行政法人の内部統制及びインセンティブの取組に関する

実態調査」について 

４ その他 

 

 

 

<説明資料> 

資料１-１ 対象７法人に係る委員会の意見等の全体像 

資料１-２ 平成 28年度に中（長）期目標期間が終了する７法人に係る組織・

業務の見直し及び見込評価についての意見（案） 

資料１-３ 今年度の目標案の審議に向けて 

 資料２   平成 27 年度における独立行政法人の業務の実績に係る評価等の

結果についての点検結果（案） 

資料３    「独立行政法人の内部統制及びインセンティブの取組に関する実態調査」

に関する状況報告 

 

 

【参考資料】 

  参考資料１ 平成 28年度における組織・業務の見直し対象７法人の概要等 

参考資料２ 年度評価及び期間実績評価における評定の状況 





（案） 

 

 

平成 28 年度末に中（長）期目標期間が終了

する独立行政法人の業務及び組織の見直

し並びに当該期間終了時に見込まれる業務

実績の評価についての意見等 

 

 

 

平成 28 年 12 月８日 

 

独立行政法人評価制度委員会 
  

資料１－２ 





 

Ⅰ．平成 28年度末に中期目標期間が終了する総務大臣所管独立行政法人の業務及び組織の全般に

わたる検討結果並びに講ずる措置の内容についての意見 

 

１．各大臣所管法人共通事項 

平成 28年度末に中（長）期目標期間が終了する独立行政法人の業務及び組織の全般にわ

たる検討結果並びに講ずる措置の内容（以下「見直し内容」という。）について、全体を通じ

て意見を述べる必要がある事項は、以下のとおりである。 

 

○ 独立行政法人は、主に税金を原資とした運営費交付金によって運営され、国の政策を実

現するための実施機関として法人格を付与され、国民生活や社会経済の安定等の公共上の

見地から確実に実施されることが必要な事務及び事業を実施するものであることに鑑み

れば、法人を存続させる必要性や業務を継続して行わせる意義について、主務大臣は、中

（長）期目標期間終了時における見直しの機会を通じて、法人の業務及び組織に関し国民

に対する説明責任を果たすことが必要である。 

しかし、当委員会が見直し内容を点検したところ、見直しの結果講ずる措置の内容のみ

が記載され見直しに至った背景等が記載されていないものや、措置を講じない事項につい

ては何ら記載されていないものが見受けられた。 

今後、法人の業務及び組織に関する見直しに当たっては、当該法人を取り巻く政策課題、

社会経済情勢等や、国の政策における当該法人の位置づけ、当該法人の役割（ミッション）

や達成すべき成果を明確にした上で、見直しに至った背景、見直しを行った内容及び見直

しの結果講ずることとする措置の内容を説明するとともに、措置を講じないこととする場

合にもその考え方、理由等を説明すること。 

 

２．独立行政法人郵便貯金・簡易生命保険管理機構 

当該法人に係る見直し内容について意見を述べる必要がある事項は、以下のとおりである。 

 

【満期が到来した郵便貯金、支払義務が発生した簡易生命保険の早期の払戻しや支払のため

の取組強化】 

  ○ 当該法人で管理している郵便貯金に係る権利消滅及び簡易生命保険の保険金支払に係る

時効完成の金額は、毎年度多額に上っており、このことは本来国民に帰属すべき財産が失

われることにもつながるものであることから、管理する郵便貯金及び簡易生命保険契約に

ついて、早期の払戻しや支払が促進されるよう、より効果的な取組を強化していく必要が

あると考えられる。 

したがって、今後、総務省は、中期目標において当該法人が主体的に果たすべき役割を

具体的かつ明確に示すとともに、当該法人と密に連携し、当該法人が管理する郵便貯金及

び簡易生命保険契約の早期の払戻しや支払が促進されるよう、これまで当該法人が行って

きた取組の成果について検証し、その結果を踏まえ、預金者や保険契約者の実態把握の促

進、一層効果的な周知・広報の取組の強化を行い、払戻しや支払の進ちょく状況について

国民に対する説明責任を果たしていくこと。 

 

（郵便貯金の権利消滅及び簡易生命保険の保険金支払に係る時効完成の金額） 

・ 郵便貯金の権利消滅の金額：平成 24年度約 76億円、25年度約 83億円、26年度約 164

億円、27年度約 150億円。 

・ 簡易生命保険契約の時効完成の金額：24年度約 60億円、25年度約 54億円、26年度

約 247億円、27年度約 31億円 

総務大臣あて 



Ⅱ．平成 28年度末に中期目標期間が終了する総務大臣所管独立行政法人の当該期間終了時に見込

まれる中期目標の期間における業務の実績の評価についての意見等 

 

１．各大臣所管法人共通事項 

平成 28 年度末に中（長）期目標期間が終了する独立行政法人の、当該目標期間終了時に

見込まれる中（長）期目標の期間における業務の実績の評価（以下「見込評価」という。）に

ついて、全体を通じて意見を述べる必要がある事項は、以下のとおりである。 

なお、下記の意見に関しては、当委員会としても、今後の中長期的な課題として、アウト

カムに着目した目標や定量的な目標を設定することが困難な業務や、成果の創出やアウトカ

ムの実現まで相当期間を要する業務や外部要因の影響が大きい業務等について、法人の成果

を測るにふさわしい目標の在り方について議論を深めていくこととする。 

 

○ 適切な評価を実施するためには、①法人が達成すべき成果をあらかじめ目標において明

確にしておくこと、②事後に測定された実績が当該目標水準に対してどの程度達成したの

かについて客観的な根拠やデータを明確にすること、の２点が必要である。 

  しかし、当委員会が見込評価を点検したところ、法人の成果を測定するにふさわしい目

標が設定されていないなどにより、一部の法人では評定を付すに至った具体的な根拠等が

目標との関連において十分に説明できていない状況が見られた。 

「独立行政法人の目標の策定に関する指針」（平成 26年９月２日総務大臣決定、平成 27

年５月 25日改定）においては、上記①を分かりやすく示す観点から、例えば中期目標管理

法人については、できる限り「アウトカムに着目した目標を定める」「定量的な目標を定め

る」ことを基本としつつも、これらが困難又は適切でない場合には「アウトカムの目標を

定めることは要しない」「定性的な目標と関連した定量的な指標及び当該指標の達成水準を

具体的かつ明確に定める」など、法人ごとに工夫することも可能としている。国立研究開

発法人についても、同趣旨の取扱いが定められている。 

次期中（長）期目標の策定に当たっては、国の政策における法人の位置づけ、法人に与

えられた役割（ミッション）、業務の性質（成果実現に要する期間、外部要因が及ぼす影響

等）、組織の特性（組織の規模・構成を踏まえたマネジメントの在り方等）などに照らして、

何が法人の成果を測るにふさわしい目標であるかを十分に検討した上で、適切な目標を設

定すること。 

 

２．独立行政法人郵便貯金・簡易生命保険管理機構 

当該法人に係る見込評価について意見を述べる必要がある事項は、以下のとおりである。 

 

【預金者や保険契約者への周知の取組に係る評価の適切な実施】 

○ 「独立行政法人の評価に関する指針」（平成26年９月２日総務大臣決定、平成 27年５月

25 日改定）により、「Ａ」評定を付す場合は、評価書において①所期の目標を上回る成果

が得られていると認められること、又は②業務実績を定量的に測定し難い場合は「難易度

を高く設定した目標の水準を満たしている」ことが具体的根拠として説明される必要があ

る。 

これを基に、当該法人の「預金者等への周知」の項目についてみると、あらかじめ難易

度は高く設定されていないため、所期の目標を上回る成果が得られていることが説明され

ていなければならないところ、評価書の内容は以下のような状況となっている。 

ⅰ）全国施策として、委託先等との協力の下、窓口で満期が到来した貯金の払戻しや満

期保険金の受取を行った顧客を対象としたアンケート調査を実施し、その結果をその

後の周知活動に活用したこと、また、地域限定施策として地方公共団体の広報誌への



広告・記事の掲載などの取組を実施し、その効果を検証しつつ費用を抑えながら取組

を強化したこと等の取組を挙げ、預金者等に対する周知・広報の成果として説明しよ

うとする努力はなされているが、これらは、目標に対する成果の程度が分かる説明と

はなっていない。 

ⅱ）現行中期目標期間において、郵便貯金の権利消滅額及び簡易生命保険契約の時効完

成額は毎年度多額に上っている実態があり、これは周知・広報の業務実績を評価する

際に重要な要素となると考えられるにもかかわらず、その事実については説明されて

いない。 

したがって、当該項目について、当該法人に求める役割や達成すべき目標及び当該法人

の業務実績を踏まえた評価の実施状況についての説明責任を果たすことができるよう、今

後、中期目標期間における業務実績評価を行うに当たり、評定を付すに至った具体的な根

拠等を十分に説明した上で、適正かつ厳格に評価を行うこと。 



 

Ⅰ．平成28年度末に中期目標期間が終了する外務大臣所管独立行政法人の業務及び組織の全般に

わたる検討結果並びに講ずる措置の内容についての意見等 

 

１．各大臣所管法人共通事項 

平成28年度末に中（長）期目標期間が終了する独立行政法人の業務及び組織の全般にわ

たる検討結果並びに講ずる措置の内容（以下「見直し内容」という。）について、全体を通じ

て意見を述べる必要がある事項は、以下のとおりである。 

 

○ 独立行政法人は、主に税金を原資とした運営費交付金によって運営され、国の政策を実

現するための実施機関として法人格を付与され、国民生活や社会経済の安定等の公共上の

見地から確実に実施されることが必要な事務及び事業を実施するものであることに鑑み

れば、法人を存続させる必要性や業務を継続して行わせる意義について、主務大臣は、中

（長）期目標期間終了時における見直しの機会を通じて、法人の業務及び組織に関し国民

に対する説明責任を果たすことが必要である。 

しかし、当委員会が見直し内容を点検したところ、見直しの結果講ずる措置の内容のみ

が記載され見直しに至った背景等が記載されていないものや、措置を講じない事項につい

ては何ら記載されていないものが見受けられた。 

今後、法人の業務及び組織に関する見直しに当たっては、当該法人を取り巻く政策課題、

社会経済情勢等や、国の政策における当該法人の位置づけ、当該法人の役割（ミッション）

や達成すべき成果を明確にした上で、見直しに至った背景、見直しを行った内容及び見直

しの結果講ずることとする措置の内容を説明するとともに、措置を講じないこととする場

合にもその考え方、理由等を説明すること。 

 

２．独立行政法人国際協力機構 

当該法人に係る見直し内容においては、国内外の様々な主体との連携による開発協力事業

の実施に関し、「本法人がこれまで蓄積した知見及びネットワークを生かし、多様な力を動

員・結集するための結節点及び触媒としての機能を強化し、開発途上地域における開発成果

の向上を図る。」とされている。 

当委員会では、本法人による開発協力事業の実施については、国内企業、非政府組織、地

方自治体、大学・研究機関等の結節点として当該法人が果たす機能を活かし、「開発協力大綱」

（平成27年２月10日閣議決定）及び「まち・ひと・しごと創生基本方針2016」（平成28年

６月２日閣議決定）を踏まえ、民間部門主導で開発途上国の経済発展を推進するとともに、

地方創生の観点をも含めた日本経済の力強い成長につながるよう戦略的に事業を実施する枠

組みを構築することが適当という問題意識から議論してきたところであり、今後は、このよ

うな点について留意して取り組んでいくことが重要であると考える。 

 

Ⅱ．平成28年度末に中期目標期間が終了する外務大臣所管独立行政法人の当該期間終了時に見込

まれる中期目標の期間における業務の実績の評価についての意見等 

 

１．各大臣所管法人共通事項 

平成 28 年度末に中（長）期目標期間が終了する独立行政法人の、当該目標期間終了時に

見込まれる中（長）期目標の期間における業務の実績の評価（以下「見込評価」という。）に

ついて、全体を通じて意見を述べる必要がある事項は、以下のとおりである。 

なお、下記の意見に関しては、当委員会としても、今後の中長期的な課題として、アウト

カムに着目した目標や定量的な目標を設定することが困難な業務や、成果の創出やアウトカ

外務大臣あて 



ムの実現まで相当期間を要する業務や外部要因の影響が大きい業務等について、法人の成果

を測るにふさわしい目標の在り方について議論を深めていくこととする。 

 

○ 適切な評価を実施するためには、①法人が達成すべき成果をあらかじめ目標において明

確にしておくこと、②事後に測定された実績が当該目標水準に対してどの程度達成したの

かについて客観的な根拠やデータを明確にすること、の２点が必要である。 

  しかし、当委員会が見込評価を点検したところ、法人の成果を測定するにふさわしい目

標が設定されていないなどにより、一部の法人では評定を付すに至った具体的な根拠等が

目標との関連において十分に説明できていない状況が見られた。 

「独立行政法人の目標の策定に関する指針」（平成26年９月２日総務大臣決定、平成27

年５月25日改定）においては、上記①を分かりやすく示す観点から、例えば中期目標管理

法人については、できる限り「アウトカムに着目した目標を定める」「定量的な目標を定め

る」ことを基本としつつも、これらが困難又は適切でない場合には「アウトカムの目標を

定めることは要しない」「定性的な目標と関連した定量的な指標及び当該指標の達成水準を

具体的かつ明確に定める」など、法人ごとに工夫することも可能としている。国立研究開

発法人についても、同趣旨の取扱いが定められている。 

次期中（長）期目標の策定に当たっては、国の政策における法人の位置づけ、法人に与

えられた役割（ミッション）、業務の性質（成果実現に要する期間、外部要因が及ぼす影響

等）、組織の特性（組織の規模・構成を踏まえたマネジメントの在り方等）などに照らして、

何が法人の成果を測るにふさわしい目標であるかを十分に検討した上で、適切な目標を設

定すること。 

 

２．独立行政法人国際協力機構 

当該法人に係る見込評価について意見を述べる必要がある事項は、以下のとおりである。 

 

【法人の業務に係る評価の適切な実施】 

○ 「独立行政法人の評価に関する指針」（平成26年９月２日総務大臣決定、平成27年５月

25 日改定）により、「Ａ」評定を付す場合は、評価書において①所期の目標を上回る成果

が得られていると認められること、又は②業務実績を定量的に測定し難い場合は「難易度

を高く設定した目標の水準を満たしている」ことが具体的根拠として説明される必要があ

る。 

これを基に、当該法人の見込評価の状況をみると、31の評価項目中、「持続的経済成長」、

「平和の構築」等の12項目において「Ａ」以上の評定が付されているが、いずれの項目も

あらかじめ難易度は高く設定されていないため、所期の目標を上回る成果が得られている

ことが説明されていなければならないところ、評価書の内容は以下のような状況となって

いる。 

評価書では、評価項目ごとに、開発援助に関して実施した個々の事業や取組の実績が詳

細に記載されており、取り組んだ実績についての説明をする努力はなされているものの、

「Ａ」以上の評定を付すに当たって、①日本政府の政策実現に貢献する成果、②当該法人

のイニシアティブの下、支援相手国政府や他機関による外部の関与も得て発現した大きな

成果、③事業実施上の困難を克服して実施した取組、④活動等の難易度の高い取組を、所

期の目標水準を質的に上回る成果と判断したとしているが、これは、取組の記述ではある

ものの、目標期間開始時に想定していた達成すべき目標との関係は説明されていない。 

したがって、当該項目について、当該法人に求める役割や達成すべき目標及び当該法人

の業務実績を踏まえた評価の実施状況についての説明責任を果たすことができるよう、今

後、中期目標期間における業務実績評価を行うに当たり、評定を付すに至った具体的な根



拠等を十分に説明した上で、適正かつ厳格に評価を行うこと。 



 

Ⅰ．平成28年度末に中長期目標期間が終了する文部科学大臣所管独立行政法人の業務及び組織の

全般にわたる検討結果並びに講ずる措置の内容についての意見 

 

１．各大臣所管法人共通事項 

平成28年度末に中（長）期目標期間が終了する独立行政法人の業務及び組織の全般にわ

たる検討結果並びに講ずる措置の内容（以下「見直し内容」という。）について、全体を通じ

て意見を述べる必要がある事項は、以下のとおりである。 

 

○ 独立行政法人は、主に税金を原資とした運営費交付金によって運営され、国の政策を実

現するための実施機関として法人格を付与され、国民生活や社会経済の安定等の公共上の

見地から確実に実施されることが必要な事務及び事業を実施するものであることに鑑み

れば、法人を存続させる必要性や業務を継続して行わせる意義について、主務大臣は、中

（長）期目標期間終了時における見直しの機会を通じて、法人の業務及び組織に関し国民

に対する説明責任を果たすことが必要である。 

しかし、当委員会が見直し内容を点検したところ、見直しの結果講ずる措置の内容のみ

が記載され見直しに至った背景等が記載されていないものや、措置を講じない事項につい

ては何ら記載されていないものが見受けられた。 

今後、法人の業務及び組織に関する見直しに当たっては、当該法人を取り巻く政策課題、

社会経済情勢等や、国の政策における当該法人の位置づけ、当該法人の役割（ミッション）

や達成すべき成果を明確にした上で、見直しに至った背景、見直しを行った内容及び見直

しの結果講ずることとする措置の内容を説明するとともに、措置を講じないこととする場

合にもその考え方、理由等を説明すること。 

 

２．国立研究開発法人科学技術振興機構 

当該法人に係る見直し内容について意見を述べる必要がある事項は、以下のとおりである。 

 

【科学技術文献情報提供事業の見直し】 

○ 科学技術に関する論文等の利用に関しては、世界的な動向としてオープンサイエンスの

流れが進んでおり、また、「第５期科学技術基本計画」（平成28年１月22日閣議決定）に

おいては、研究機関等と連携したオープンサイエンスの推進体制を構築すること、公的資

金による研究成果の利活用を可能な限り推進することなどが求められている。特に、当該

法人の行う科学技術文献情報提供事業により整備されたデータベースは、研究機関や民間

企業等から、各種研究開発や情報分析等に有効活用することができるなどの意見が多数聞

かれるなど潜在的な利用ニーズは高いものと考えられる。このため、今後も引き続き本事

業を安定的に継続し、同データベースの情報が、研究機関や民間企業等の研究者等により

広く活用されるよう、世界的な動向に合わせた運営とすべく見直すことが必要であると考

えられる。 

したがって、本事業については、安定的に業務運営を行うことができるビジネスモデル

に転換するなど、抜本的な見直しを行うこと。 

 

（科学技術文献情報提供事業における黒字額） 

25年度約4.0億円、26年度約3.2億円、27年度約1.8億円 

 

【情報資料館筑波資料センター業務の見直し】 

○ 当該法人が収集した科学技術関係の論文等は情報資料館筑波資料センターで保管してい
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るところ、今後も引き続き、同センターで保管する必要性の低いものの廃棄、同センター

のみが保管しているものの国立国会図書館等への移管を進めることにより、同センターの

役割は国立国会図書館等が担うこととなるとともに、現在の保管スペースを確保し続ける

必要性はなくなっていくと考えられる。 

したがって、同センターで保管する論文等の処分及び移管を進め、それらが完了した際

には、同センターの廃止を検討すること。 

 

 

Ⅱ．平成28年度末に中長期目標期間が終了する文部科学大臣所管独立行政法人の当該期間終了時

に見込まれる中長期目標の期間における業務の実績の評価についての意見等 

 

１．各大臣所管法人共通事項 

平成 28 年度末に中（長）期目標期間が終了する独立行政法人の、当該目標期間終了時に

見込まれる中（長）期目標の期間における業務の実績の評価（以下「見込評価」という。）に

ついて、全体を通じて意見を述べる必要がある事項は、以下のとおりである。 

なお、下記の意見に関しては、当委員会としても、今後の中長期的な課題として、アウト

カムに着目した目標や定量的な目標を設定することが困難な業務や、成果の創出やアウトカ

ムの実現まで相当期間を要する業務や外部要因の影響が大きい業務等について、法人の成果

を測るにふさわしい目標の在り方について議論を深めていくこととする。 

 

○ 適切な評価を実施するためには、①法人が達成すべき成果をあらかじめ目標において明

確にしておくこと、②事後に測定された実績が当該目標水準に対してどの程度達成したの

かについて客観的な根拠やデータを明確にすること、の２点が必要である。 

  しかし、当委員会が見込評価を点検したところ、法人の成果を測定するにふさわしい目

標が設定されていないなどにより、一部の法人では評定を付すに至った具体的な根拠等が

目標との関連において十分に説明できていない状況が見られた。 

「独立行政法人の目標の策定に関する指針」（平成26年９月２日総務大臣決定、平成27

年５月25日改定）においては、上記①を分かりやすく示す観点から、例えば中期目標管理

法人については、できる限り「アウトカムに着目した目標を定める」「定量的な目標を定め

る」ことを基本としつつも、これらが困難又は適切でない場合には「アウトカムの目標を

定めることは要しない」「定性的な目標と関連した定量的な指標及び当該指標の達成水準を

具体的かつ明確に定める」など、法人ごとに工夫することも可能としている。国立研究開

発法人についても、同趣旨の取扱いが定められている。 

次期中（長）期目標の策定に当たっては、国の政策における法人の位置づけ、法人に与

えられた役割（ミッション）、業務の性質（成果実現に要する期間、外部要因が及ぼす影響

等）、組織の特性（組織の規模・構成を踏まえたマネジメントの在り方等）などに照らして、

何が法人の成果を測るにふさわしい目標であるかを十分に検討した上で、適切な目標を設

定すること。 

 

 



 

Ⅰ．平成28年度末に中期目標期間が終了する厚生労働大臣所管独立行政法人の業務及び組織の全

般にわたる検討結果並びに講ずる措置の内容についての意見 

 

１．各大臣所管法人共通事項 

平成28年度末に中（長）期目標期間が終了する独立行政法人の業務及び組織の全般にわ

たる検討結果並びに講ずる措置の内容（以下「見直し内容」という。）について、全体を通じ

て意見を述べる必要がある事項は、以下のとおりである。 

 

○ 独立行政法人は、主に税金を原資とした運営費交付金によって運営され、国の政策を実

現するための実施機関として法人格を付与され、国民生活や社会経済の安定等の公共上の

見地から確実に実施されることが必要な事務及び事業を実施するものであることに鑑み

れば、法人を存続させる必要性や業務を継続して行わせる意義について、主務大臣は、中

（長）期目標期間終了時における見直しの機会を通じて、法人の業務及び組織に関し国民

に対する説明責任を果たすことが必要である。 

しかし、当委員会が見直し内容を点検したところ、見直しの結果講ずる措置の内容のみ

が記載され見直しに至った背景等が記載されていないものや、措置を講じない事項につい

ては何ら記載されていないものが見受けられた。 

今後、法人の業務及び組織に関する見直しに当たっては、当該法人を取り巻く政策課題、

社会経済情勢等や、国の政策における当該法人の位置づけ、当該法人の役割（ミッション）

や達成すべき成果を明確にした上で、見直しに至った背景、見直しを行った内容及び見直

しの結果講ずることとする措置の内容を説明するとともに、措置を講じないこととする場

合にもその考え方、理由等を説明すること。 

 

 

Ⅱ．平成28年度末に中期目標期間が終了する厚生労働大臣所管独立行政法人の当該期間終了時に

見込まれる中期目標の期間における業務の実績の評価についての意見等 

 

１．各大臣所管法人共通事項 

平成 28 年度末に中（長）期目標期間が終了する独立行政法人の、当該目標期間終了時に

見込まれる中（長）期目標の期間における業務の実績の評価（以下「見込評価」という。）に

ついて、全体を通じて意見を述べる必要がある事項は、以下のとおりである。 

なお、下記の意見に関しては、当委員会としても、今後の中長期的な課題として、アウト

カムに着目した目標や定量的な目標を設定することが困難な業務や、成果の創出やアウトカ

ムの実現まで相当期間を要する業務や外部要因の影響が大きい業務等について、法人の成果

を測るにふさわしい目標の在り方について議論を深めていくこととする。 

 

○ 適切な評価を実施するためには、①法人が達成すべき成果をあらかじめ目標において明

確にしておくこと、②事後に測定された実績が当該目標水準に対してどの程度達成したの

かについて客観的な根拠やデータを明確にすること、の２点が必要である。 

  しかし、当委員会が見込評価を点検したところ、法人の成果を測定するにふさわしい目

標が設定されていないなどにより、一部の法人では評定を付すに至った具体的な根拠等が

目標との関連において十分に説明できていない状況が見られた。 

「独立行政法人の目標の策定に関する指針」（平成26年９月２日総務大臣決定、平成27

年５月25日改定）においては、上記①を分かりやすく示す観点から、例えば中期目標管理

法人については、できる限り「アウトカムに着目した目標を定める」「定量的な目標を定め
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る」ことを基本としつつも、これらが困難又は適切でない場合には「アウトカムの目標を

定めることは要しない」「定性的な目標と関連した定量的な指標及び当該指標の達成水準を

具体的かつ明確に定める」など、法人ごとに工夫することも可能としている。国立研究開

発法人についても、同趣旨の取扱いが定められている。 

次期中（長）期目標の策定に当たっては、国の政策における法人の位置づけ、法人に与

えられた役割（ミッション）、業務の性質（成果実現に要する期間、外部要因が及ぼす影響

等）、組織の特性（組織の規模・構成を踏まえたマネジメントの在り方等）などに照らして、

何が法人の成果を測るにふさわしい目標であるかを十分に検討した上で、適切な目標を設

定すること。 

 

２．独立行政法人労働政策研究・研修機構 

当該法人に係る見込評価について意見を述べる必要がある事項は、以下のとおりである。 

 

【労働政策研究に係る評価の適切な実施】 

○ 「独立行政法人の評価に関する指針」（平成26年９月２日総務大臣決定、平成27年５月

25 日改定）により、「Ａ」評定を付す場合は、評価書において①所期の目標を上回る成果

が得られていると認められること、又は②業務実績を定量的に測定し難い場合は「難易度

を高く設定した目標の水準を満たしている」ことが具体的根拠として説明される必要があ

る。  

これを基に、当該法人の「労働政策研究の実施体制、厚労省との連携等」及び「成果の

取りまとめ及び評価」の項目について評価の状況をみると、いずれの項目もあらかじめ難

易度は高く設定されていないため、所期の目標を上回る成果が得られていることが説明さ

れていなければならないところ、評価書の内容は以下のような状況となっている。  

ⅰ）研究への政策ニーズの反映や迅速・的確な対応等の実施状況について、「中長期的な視

点に立った幅広い分野の体系的な研究を実施」、「厚生労働省、学識者等との意見交換に

よりニーズを踏まえた研究を実施」、「厚生労働省からの緊急のニーズを把握、迅速・的

確な対応」等と説明されているが、目標に対する成果の程度が分かる説明とはなってい

ない。 

ⅱ）「審議会等における引用件数」や「国会審議における引用件数」が、それぞれ前期年平

均と比して大きく増加していることを挙げ、調査研究の成果として説明しようとする努

力はなされているが、これらは、政策立案等の過程では外部から求められる場合が多く

なることが想定されるなど、その時々の状況に大きく影響されると考えられ、また、元々

達成すべき目標として設定されておらず目標に対する成果の程度を説明するものとなっ

ていない。 

したがって、当該項目について、当該法人に求める役割や達成すべき目標及び当該法人

の業務実績を踏まえた評価の実施状況についての説明責任を果たすことができるよう、今

後、中期目標期間における業務実績評価を行うに当たり、評定を付すに至った具体的な根

拠等を十分に説明した上で、適正かつ厳格に評価を行うこと。 

 



 

Ⅰ．平成28年度末に中期目標期間が終了する国土交通大臣所管独立行政法人の業務及び組織の 

全般にわたる検討結果並びに講ずる措置の内容についての意見等 

 

１．各大臣所管法人共通事項 

平成28年度末に中（長）期目標期間が終了する独立行政法人の業務及び組織の全般にわ

たる検討結果並びに講ずる措置の内容（以下「見直し内容」という。）について、全体を通じ

て意見を述べる必要がある事項は、以下のとおりである。 

 

○ 独立行政法人は、主に税金を原資とした運営費交付金によって運営され、国の政策を実

現するための実施機関として法人格を付与され、国民生活や社会経済の安定等の公共上の

見地から確実に実施されることが必要な事務及び事業を実施するものであることに鑑み

れば、法人を存続させる必要性や業務を継続して行わせる意義について、主務大臣は、中

（長）期目標期間終了時における見直しの機会を通じて、法人の業務及び組織に関し国民

に対する説明責任を果たすことが必要である。 

しかし、当委員会が見直し内容を点検したところ、見直しの結果講ずる措置の内容のみ

が記載され見直しに至った背景等が記載されていないものや、措置を講じない事項につい

ては何ら記載されていないものが見受けられた。 

今後、法人の業務及び組織に関する見直しに当たっては、当該法人を取り巻く政策課題、

社会経済情勢等や、国の政策における当該法人の位置づけ、当該法人の役割（ミッション）

や達成すべき成果を明確にした上で、見直しに至った背景、見直しを行った内容及び見直

しの結果講ずることとする措置の内容を説明するとともに、措置を講じないこととする場

合にもその考え方、理由等を説明すること。 

 

 ２．独立行政法人自動車事故対策機構 

当該法人に係る見直し内容について意見を述べる必要がある事項は、以下のとおりである。 

 

【療護施設の設置･運営業務の見直し】 

  ○ 当該法人で設置及び運営を行う療護施設では、交通事故被害者への治療・養護を行って

いるところ、遷延性意識障害者が運動、認知機能等を回復するためには早期の治療開始が

効果的であり、入院希望者の待機期間をできるだけ短縮することが望ましいと考えられる。 

したがって、本事業については、自動車事故被害者の公平な治療機会の確保に留意した

上で、より多くの遷延性意識障害者の回復に資するべく、入院希望者の待機期間短縮に向

けて取り組むことを中期目標に明記の上、具体的な方策を検討すること。 

  

○ また、当該法人では、療護施設で得られた知見・成果の他の医療機関への普及促進に係

る取組として、研究発表、研修などに加え、新たに急性期からから慢性期まで連続した治

療等を実施する一貫症例研究型委託病床（療護施設機能の一般病院への委託）において、

①遷延性意識障害からの脱却等の治療方法の検討や改善、②遷延性意識障害を専門とする

脳外科医等の育成等を行うことを検討しているところ、本取組は、当該法人にとどまらな

い遷延性意識障害の治療等にも寄与するという社会的意義を有すると考えられる。 

したがって、本取組に関しては、療護施設で得られた知見・成果の他の医療機関への普

及促進という社会的意義にも着目し、着実に実施していくこと。 

 

 ３．独立行政法人住宅金融支援機構 

当該法人に係る見直し内容においては、 
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(1) 次世代に承継される住宅ストックの形成に関し、「新たな住宅循環システムの構築や建替

え・リフォームによる安全で質の高い住宅への更新等に対応した住宅ローンの供給を支援

できるよう、適切にフラット35の制度・運用の見直しを行っていく。」とされている。 

当委員会では、次世代に承継される住宅ストックの形成については、良質な住宅の普及

に取り組んできた当該法人の培ってきた技術やノウハウを活用し、「住生活基本計画」（平

成28年３月18日閣議決定）及び「ニッポン一億総活躍プラン」（平成28年６月２日閣議

決定）を踏まえ、中古住宅流通及びリフォーム市場の活性化に資する方策を検討すること

が適当ではないかという問題意識から議論してきたところであり、今後は、このような点

について留意して取り組んでいくことが重要であると考える。 

(2) 地方創生に向けた関係機関との連携に関し、「地方公共団体との間において…住生活に関

わる防災分野、福祉分野、まちづくり分野、環境・エネルギー分野等の施策分野において

も連携、…住生活産業を担う民間事業者、地域住民の団体、NPOなどを含めた住生活に関

わる主体との連携及び協力…こうした取組が国民にわかりやすく伝わり、正しく理解され

るように一層の周知活動を行うものとする。」とされている。 

当委員会では、地方創生に向けた関係機関との連携については、「ニッポン一億総活躍プ

ラン」及び「まち・ひと・しごと創生基本方針2016」（平成28年６月２日閣議決定）で示

された地方創生の推進のため、関係権利者の合意形成に時間を要するなど民間金融機関で

は対応が困難な分野に対し当該法人が行う融資に関し、まちづくりに関わる関係者への周

知及び当該融資の活用に努めることが適当ではないかという問題意識から議論してきたと

ころであり、今後は、このような点について留意して取り組んでいくことが重要であると

考える。 

 

 

Ⅱ．平成28年度末に中期目標期間が終了する国土交通大臣所管独立行政法人の当該期間終了時に

見込まれる中期目標の期間における業務の実績の評価についての意見等 

 

１．各大臣所管法人共通事項 

平成 28 年度末に中（長）期目標期間が終了する独立行政法人の、当該目標期間終了時に

見込まれる中（長）期目標の期間における業務の実績の評価（以下「見込評価」という。）に

ついて、全体を通じて意見を述べる必要がある事項は、以下のとおりである。 

なお、下記の意見に関しては、当委員会としても、今後の中長期的な課題として、アウト

カムに着目した目標や定量的な目標を設定することが困難な業務や、成果の創出やアウトカ

ムの実現まで相当期間を要する業務や外部要因の影響が大きい業務等について、法人の成果

を測るにふさわしい目標の在り方について議論を深めていくこととする。 

 

○ 適切な評価を実施するためには、①法人が達成すべき成果をあらかじめ目標において明

確にしておくこと、②事後に測定された実績が当該目標水準に対してどの程度達成したの

かについて客観的な根拠やデータを明確にすること、の２点が必要である。 

  しかし、当委員会が見込評価を点検したところ、法人の成果を測定するにふさわしい目

標が設定されていないなどにより、一部の法人では評定を付すに至った具体的な根拠等が

目標との関連において十分に説明できていない状況が見られた。 

「独立行政法人の目標の策定に関する指針」（平成26年９月２日総務大臣決定、平成27

年５月25日改定）においては、上記①を分かりやすく示す観点から、例えば中期目標管理

法人については、できる限り「アウトカムに着目した目標を定める」「定量的な目標を定め

る」ことを基本としつつも、これらが困難又は適切でない場合には「アウトカムの目標を

定めることは要しない」「定性的な目標と関連した定量的な指標及び当該指標の達成水準を



具体的かつ明確に定める」など、法人ごとに工夫することも可能としている。国立研究開

発法人についても、同趣旨の取扱いが定められている。 

次期中（長）期目標の策定に当たっては、国の政策における法人の位置づけ、法人に与

えられた役割（ミッション）、業務の性質（成果実現に要する期間、外部要因が及ぼす影響

等）、組織の特性（組織の規模・構成を踏まえたマネジメントの在り方等）などに照らして、

何が法人の成果を測るにふさわしい目標であるかを十分に検討した上で、適切な目標を設

定すること。 

 

 



今年度の目標案の審議に向けて 

 

平成28年12月８日 

独立行政法人評価制度委員会 

 

平成28年度末に中（長）期目標期間が終了する７法人については、今後、主務大臣において新

たな中（長）期目標を策定するに当たり、目標案について当委員会で調査審議を行うこととなる。 

当委員会としては、今年度の当該７法人の業務・組織の見直しに係る調査審議の過程での問題

意識を踏まえ、現時点において、特に以下の事項に留意して新たな目標を策定する必要があると

考える。 

なお、以下の事項中の例示については、現行の業務実績評価などを踏まえた現時点での気付き

であり、今後、法人の成果を測定するために更により良い目標を設定すべく各省との議論を深め

ていきたい。 

 

＜留意する必要があると考えられる事項＞ 

 

【独立行政法人国際協力機構】 

○ 開発援助事業に係る目標設定については、開発援助に携わる職員等が、事業の目的と自らの

職責を自覚しつつ意欲的に職務に取り組むことを後押しし、法人の地域部や課題部、海外事務

所といった関係部署が、法人全体として的確かつ効果的な事業の実施を図る観点から、個々の

達成すべき成果やそれぞれの役割が徹底されるよう、明確な目標を具体的に設定することが検

討されているか。 

 

 

【独立行政法人国際交流基金】 

○ 次期中期目標設定に当たっては、例えば、アジア文化交流強化事業については「日本語パー

トナーズ」の派遣状況に関する目標、海外日本研究・知的交流事業については長期的な視点か

ら日本研究フェロープログラムや知的交流事業実施後の人材フォローアップに関する目標など、

それぞれの事業における目指すべき成果をどの程度達成したかを測定するための目標としてど

のようなものがふさわしいか検討されているか。 

また、国外事情などの外部要因の影響が大きいことにより定量的な目標による評価が適さな

いものについては、定性的な目標と関連した定量的な指標及び当該指標の達成水準を具体的か

つ明確に定めるなど工夫されているか。 

 

 

【国立研究開発法人科学技術振興機構】 

○ 本法人の主要業務である研究資金の配分機能を十分に活用した「橋渡し」の取組を一層促進

するため、次期中長期目標に「橋渡し」機能の強化につながる具体的な取組が明記されている

か。また、それらの取組により、何をどの程度達成したかということを評価する際の視点とし

て評価軸を設定するとともに、例えば、特許の実施許諾や研究機関と民間企業との共同研究に

至った件数、基礎研究から応用研究への移行等次の研究段階に移行した研究割合、実用化に至

った件数をあわせて設定し、研究特性・研究段階に応じた具体的かつ明確な目標となるよう検

討されているか。 

 

 

【独立行政法人労働政策研究・研修機構】 
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① 労働政策研究に係る目標設定については、現行中期目標に記述されている労働政策の企画立

案及び実施への貢献等という目的をどの程度達成したかを測定するための目標として、例えば、

関係法令の制定・改正、指針やガイドラインの策定・改定に至った状況などを設定するよう検

討されているか。また、当該目標を定めるに至った考え方とともに具体的に設定するよう検討

されているか。 

 

② 情報の収集・整理に係る目標設定については、本業務の目的が何かということを明確に示す

ものとする。その上で、当該目的に応じ、目指すべき成果をどの程度達成したかを測定するた

めの目標として、例えば、データの蓄積状況やその活用状況などを設定するよう検討されてい

るか。また、当該目標を定めるに至った考え方とともに具体的に設定するよう検討されている

か。 

 

③ 労働行政担当職員等に対する研修に係る目標設定については、厚生労働省ではなく独立行政

法人に実施させることの意義について明確に示した上で、受講する全ての職員等の実務の向上

に資するという目的を踏まえ、どのような目標がふさわしいか検討されているか。 

 

 

【独立行政法人自動車事故対策機構】 

○ 安全指導業務の民間参入促進に係る目標設定については、国土交通省から求められる民間事

業者の認定取得支援に向けた法人の取組状況を把握するためどのような目標がふさわしいか検

討されているか。 

また、運輸安全マネジメントシステムに係る目標設定については、本業務の目指すべき成果

をどの程度達成したかを測定するための目標として、どのようなものがふさわしいか検討する

とともに、当該目標を定めるに至った考え方とともに具体的に記述されているか。 

 



 

 

平成 27 年度における独立行政法人の業務の実績に係る評価等の結果 

についての点検結果（案） 

 

 

平成 28 年 12 月８日 

独立行政法人評価制度委員会 

 

 

「平成28年度における独立行政法人評価制度委員会の評価に関する取組について」（平

成 28 年６月 14 日独立行政法人評価制度委員会決定）では、平成 27 年度における独立行

政法人の業務の実績に係る評価（以下「年度評価」という。）及び同年度に中（長）期目

標期間を終了した独立行政法人の中（長）期目標の期間における業務の実績に係る評価

（以下「期間実績評価」という。）について、次の取組方針を決定した。 

 

「独立行政法人の目標の策定に関する指針」（平成 26 年９月２日総務大臣決定、平成

27 年５月 25 日改定。以下「目標策定指針」という。）及び「独立行政法人の評価に関す

る指針」（平成 26 年９月２日総務大臣決定、平成 27 年５月 25 日改定。以下「評価指針」

という。）に照らして、以下のような実施方法や評価結果等となっていないか、確認する

ものとする。 

① 目標策定指針において評価単位とされている中（長）期目標の項目のうち、評価さ

れていない項目がある。 

② 評価対象とすべき業務実績、事実関係に基づき適切に評価されていないなどその過

程に問題がある。 

③ 評価指針に基づき「Ｂ」評定を標準とすることとされているところ、評定の理由・

根拠等についての説明が不明確・不十分のまま「Ｓ」又は「Ａ」評定が付されている。 

なお、平成 28 年度に行われる年度評価及び期間実績評価については、主務大臣におい

ては、昨年度の点検によって得られた知見を有効に活用した上で適正な評価を行い、独

立行政法人評価制度委員会（以下「委員会」という。）においては、独立行政法人評価に

係る取組課題を踏まえて一定の事項を選定の上、当該事項を重点的に点検（評定に至っ

た理由の妥当性を確認）するものとする。 

 

今回、上述の取組方針に基づき、年度評価及び期間実績評価の状況について確認し、

また、重点的に点検する事項として情報セキュリティ対策に関する取組及び調達等合理

化に関する取組を選定し、年度評価における評価の状況を確認した結果は以下に示すと

おりであり、「評価の実施が著しく適正を欠く」（独立行政法人通則法（平成 11 年法律第

103 号）第 12 条の２第１項第６号）と認められるものはなかった。 

 

 

１ 年度評価及び期間実績評価の状況 

評価指針において、主務大臣による評定は、原則として、Ｓ、Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄの５段

階の標語を付すことにより行い、「Ｂ」を標準とすることとされている。また、評定を

付す際には、「なぜその評定に至ったのかの根拠を合理的かつ明確に記述する」こと（中

期目標管理法人及び行政執行法人）又は「その評定に至った根拠、理由等を分かりやす
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く記述する」こと（国立研究開発法人）が求められている。 

年度評価（99 法人）（注）及び期間実績評価（37 法人）における評定の状況をみると、

年度評価における「Ａ」評定以上の割合は 18.2％、期間実績評価における「Ａ」評定

以上の割合は 21.3％となっている。 

これら、所期の目標等を量的又は質的に上回る成果を上げているとして「Ａ」評定以

上の評定が付されているものの中には、一部において、取組の内容については記述され

ているものの目標に対する取組の実績や成果の達成度合いについては具体的、客観的な

説明がないなど、評定に至った根拠、理由等が合理的かつ明確に（分かりやすく）記述

されていないと考えられるものもみられた。また、評価指針では、「「Ｃ」及び「Ｄ」を

付す場合には、改善に向け取り組むべき方針を記述する。」とされているところ、今回、

年度評価において「Ｃ」及び「Ｄ」評定が付されたものについては、いずれの評価書に

おいても改善に向けた取組方針又は具体的な改善方策に係る何らかの記述が確認でき

た。 

主務大臣においては、明確な根拠、理由等に基づく適正かつ厳正な評価を実施するこ

とが、評価により判明した業務運営上の課題の改善やより良い取組の推進といったＰＤ

ＣＡサイクルを十分に機能させるための前提であることに十分留意の上、次年度以降の

評価を実施願いたい。 

なお、委員会としては、Ｓ、Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄといった評定の結果自体に重きを置いて

いるのではなく、その評定を付すに至った判断の根拠、理由等が合理的かつ明確に（分

かりやすく）説明され、主務大臣において、年度評価等の結果によって判明した独立行

政法人の業務運営上の課題や法人を取り巻く社会経済情勢の変化などを踏まえた業務

及び組織の見直し等の対応が行われることが重要であると考えている。つまり、評価を

実施した結果、独立行政法人の良い取組については継続し又は更に高い目標を目指し、

改善すべき事項が確認された場合には見直し方策を講ずるなど目標に向けたより優れ

た取組や工夫を行うことを通じて独立行政法人の政策実施機能の最大化が図られるべ

きである。 
 

（注） 法人数は、独立行政法人 98 法人に日本私立学校振興・共済事業団（助成事業）を加えたものである。 

 

 

２ 独立行政法人評価に係る取組課題を踏まえて選定した事項に係る評価の状況 

情報セキュリティ対策に関する取組及び調達等合理化に関する取組に係る年度評価

の状況を確認した結果は、次のとおりである。 

 

① 情報セキュリティ対策に関する取組 

「独立行政法人における情報セキュリティ対策の推進について」（平成 26 年６月

25 日情報セキュリティ対策推進会議）において、独立行政法人は、事業年度におけ

る業務の実績に係る評価において、情報セキュリティ対策の実施状況について評価を

受けることとされている。 

主務大臣が行った独立行政法人（98 法人）の年度評価の状況をみると、いずれの

法人も情報セキュリティ対策に係る業務に関する評価が実施されており、情報セキュ

リティに関する事項を理由に「Ｃ」以下の評定が付されているのは２法人となってい

る。 

また、評価指針では、「「Ｃ」及び「Ｄ」を付す場合には、改善に向け取り組むべき



 

方針を記述する。なお、問題点が明らかになった段階においては、具体的かつ明確な

改善方策を記述する。」とされているところ、情報セキュリティに関する事項を理由

に「Ｃ」以下の評定が付されている２法人については、いずれも評価書において改善

のために講じた方策の内容が具体的に記述されていた。 

なお、独立行政法人の情報セキュリティ対策については、サイバーセキュリティ基

本法（平成 26 年法律第 104 号）に基づき、サイバーセキュリティ戦略本部により、

サイバーセキュリティ対策を強化する上で有益な助言を行うことを目的とする監査

が実施されることとなっている。 

 

② 調達等合理化に関する取組 

「独立行政法人における調達等合理化の取組の推進について」（平成 27 年５月 25

日総務大臣決定）において、独立行政法人は、事業年度における業務の実績に係る評

価において、調達等の合理化に関する取組の実施状況について評価を受けることとさ

れている。また、「調達等合理化計画の策定及び評価に関する留意点について」（平成

28 年２月２日付け各府省大臣官房長あて総務省行政管理局長事務連絡）において、

主務大臣が実施する評価については、「会計検査院等の指摘に基づき、調達等合理化

計画を改定するなど、改善のための措置を具体的に講じている場合は、積極的に評価

を行う。」とされている。 

主務大臣が行った独立行政法人（98 法人）の年度評価の状況をみると、いずれの法

人も調達等合理化に係る業務に関する評価が実施されており、調達等に関する事項を

理由に「Ｃ」以下の評定が付されているのは１法人となっている。 

また、調達等に関する事項を理由に「Ｃ」以下の評定が付されている１法人につい

ては、評価書において改善のために講じた方策の内容が具体的に記述されていた。 

このほか、会計検査院の平成 26 年度決算検査報告（平成 27 年 11 月）において独

立行政法人が実施する調達等に関して不当事項の指摘があった法人の評価書をみる

と、いずれの法人も評価書において「Ｂ」評定が付されていたが、改善のために講じ

た方策の内容が記述されていた。 

 

委員会としては、独立行政法人における情報セキュリティ対策及び調達等合理化に関

して、年度評価の仕組みが活用されることにより、独立行政法人の良い取組については

継続し又は更に高い目標を目指し、改善すべき事項が確認された場合には見直し方策を

講ずるなど、より優れた対策が行われるようＰＤＣＡサイクルを十分に機能させ、また、

これらの過程の透明性の確保・国民への説明責任の徹底（見える化）が図られることを

期待するものである。 

 



 
 

 

「独立行政法人の内部統制及びインセンティブの取組に関する実態調査」 

に関する状況報告〔続報〕 

 

 
１ 調査の進捗状況 

○ 事務局では、平成 28 年８月委員会における調査状況の報告以降、全 88 法人から提出

された調査表の回答内容を精査。 

○ 回答内容から参考事例となり得る情報が得られると判断した法人を中心に直接訪問の

上、法人担当者から取組の具体的内容を聞き取るとともに意見交換を実施。 

○ その結果、以下のとおり、他法人の参考となり得る実例と、特に内部統制の「リスク

の評価と対応」については取組を進めるに当たり重要と考えられる要素を引き出すこと

ができた（詳細は、下記「２ 実例の報告」を参照）。 

 

１．内部統制 

(1)リスクの評価と対応 

取組の実例を確認する中で、取組を進めるに当たり重要と考えられる複数の要素を

確認した。 

(2)モニタリング 

独立行政法人通則法の改正を契機に内部監査体制を強化している実例や、監事の機

能強化に関する実例を確認した。 

２．インセンティブ 

各法人が役職員の士気・意欲向上を意図して実施する取組を確認した。 

 

２ 実例の報告 

1. 内部統制 

(1) リスクの評価と対応 

法人における取組状況は様々であるものの、取組推進に当たり、以下に示した５つ

の要素のいずれか又は複数の要素を重視している状況を確認した。 

 

① マネジメント層（法人の長等）によるリーダーシップの発揮 

内部統制の取組を推進する上でマネジメント層のリーダーシップは非常に重要。 

【トップのリーダーシップにより取組を開始した実例】 

過去に外部専門家に作成させたものの十分活用されていなかった「リスク一覧表」

を用いて、独立行政法人通則法の改正を契機に、トップ（理事長及びリスク担当理

事）の強いリーダーシップの下、リスクの識別、評価及び対応の一連の作業を改め

て組織的に行い、その結果を「リスク管理アクションプログラム」として取りまと

めた。 

資料３



 
 

② 取組を具体的に進める上でのノウハウの取得・収集 

取組を具体的に進める上でのノウハウは、法人におけるリスク管理やコンプライ

アンス活動の取組を通じた蓄積だけでなく、市販本等を用い独学で蓄積するほか、

外部の専門的知見（外部専門家、民間出身職員等）を通じ入手可能。 

【外部専門家からノウハウを入手した実例】 

当初は担当者が独学で試行錯誤しながら取組を進めていたが、限られた時間内で

より効率的に作業を進める必要があると判断し外部専門家に相談。 

この結果、ポイントを押さえた効率的な「リスクの評価と対応」の作業を推進し

た。 

③ 具体的な取組内容等の組織内への浸透 

取組の推進に当たっては、主担当である一部の役職員だけではなく、職員一人一

人が自らの問題として捉え、組織全体で進めることが重要。 

【リスク識別作業の着手前に内部統制に関する職員研修を実施した実例】 

担当部署から各部署にリスク識別作業を依頼するに当たり、事前に各部署におけ

る内部統制の基礎知識の理解が不可欠であると判断し、外部専門家による研修（対

象：役員、全部署の管理職職員）を実施。 

その効果もあり、リスク識別作業を短期間で実施した。 

④ 法人のミッション遂行の障害になるリスクの選定 

独立行政法人のリスクは、法人のミッション遂行の障害になる要因として選定さ

れるものである。このようなリスクは法人の規模・特性等に応じて異なるものであ

り、マネジメント層が常に意識・関与することが重要。 

【各部署で識別したリスクの中から重要リスクをマネジメント層が選定した実例】 

内部統制推進部署が各部署から吸い上げた多数のリスクの中から、トップマネジ

メントが参画するリスク管理委員会において法人のミッション遂行の障害となるリ

スクを選定した。 

⑤ 作業のコストや手間をできるだけ抑えるための工夫 

取組推進には当然に費用対効果が求められるため、各法人におけるコストや時間

を意識した創意工夫が重要。 

【外部専門家を効果的に活用した実例】 

外部専門家のノウハウを活用する際、効率的な取組推進のために内部統制全般に

関する職員向け研修を実施した。また、研修前後の打ち合わせの機会を効果的に活

用して取組に必要な助言を受けた。 

 

(2) モニタリング 

モニタリングは、内部統制が有効に機能していることを継続的に評価するプロセス

であり、このうち業務から独立した視点で実施される独立的評価としての「内部監査」

及び「監事監査」は、法人のＰＤＣＡサイクルの「Ｃ」を担う重要な要素である。 

これらの要素の実効性を担保するために実施される内部監査部門の充実や、監事の



 
 

機能強化に資する取組の推進状況について、以下の状況を確認した。 

 

①  内部監査 

独立行政法人通則法の改正を契機に内部監査体制の充実を図るべく、各法人にお

いて、以下のような人員・体制面における一定の整備が進捗している状況を確認し

た。 

ⅰ）理事長直轄の組織として内部監査部門を新設 

ⅱ）内部監査担当の専任職員を増員配置 

ⅲ）今後のキャリアアップに役立つとして若手職員を配置 等 

また、比較的小規模な法人においても内部監査の重要性を認識し、専任職員を配

置している実例を確認した。 

②  監事監査（監事機能の強化） 

ⅰ 監事と主務大臣（主務省）との意見交換 

監事が主務省に監査結果報告書を提出する際、主務省側が幹部職員（局長、課

長等）と監事との意見交換の場を設け、監査結果報告書の内容に関する質疑応答

や意見聴取を実施している実例を確認した。 
ⅱ 監事監査の補佐体制の整備 

内部監査部門の職員を監事直属の職員として兼任発令している実例、監事専属

の職員（専任職員）の配置を行っている実例を確認した。 
ⅲ 監事の自己研鑽 

独立行政法人・特殊法人等監事連絡会への出席のほか、行政機関（会計検査院、

総務省行政評価局）主催の研修や、監査法人主催の研修を活用している実例を確

認した。 

 

２.インセンティブ 

役職員の士気・意欲向上を意図した各種取組が行われており、これらの中で比較的多

くの実例として表彰制度を確認したほか、職員の自己啓発支援、予算配分上の優遇、職

員に対する意見募集の取組も確認した。 

 

① 表彰制度 

主にⅰ）顕著な研究業績や業務成績、ⅱ）事務・管理・研究部門等における顕著な

業務改善の取組、ⅲ）広報活動や外部機関による表彰等法人のプレゼンス向上に資す

る活動、ⅳ）永年勤続に対する功労等を対象として、職員個人あるいは部署やプロジ

ェクトチームのような職員グループに対し、役職員が出席する授与式において表彰状

や副賞等の授与を行っている。 

中には、法人組織内で全国各地・各部署の業務改善の取組を競い合う全国大会を開

催し表彰している実例も確認している。 

② 職員の自己啓発支援 



 
 

業務に何らかの形で関連する資格取得のための経費補助や国内外の教育機関等への

留学等、職員の自己啓発を支援する取組を行っている。 

③ 予算配分上の優遇 

顕著な功績や目標を上回る成果等をあげた部署に対する予算の増額措置等、予算配

分上の優遇を行っている。 

④ 職員に対する意見募集 

全職員を対象とした提案型アンケートや、理事長と若手職員との座談会等、マネジ

メント層と職員との交流を目的とした取組を行っている。 

 

３ 今後の進め方 

引き続き法人を直接訪問の上、法人担当者から取組の具体的内容を聞き取るとともに意

見交換を実施し、他法人にとって参考となり得る情報を整理する。この際には、例えば、

①取組を進めるに当たり苦労した点、②今後の取組継続に当たり重要と思われる点などの

情報を引き出していく。その際、規模別・類型別に取組を整理して有為な知見が抽出でき

ないか検討していく。 

こうした作業を経て、独立行政法人全体の取組の推進、底上げを図るために有用な一定

の「取りまとめ」を示す（平成 29 年２月開催予定の委員会を想定）。 



平成 28年度の見直し対象法人の概要等 

〔外務省〕   
○（中）国際協力機構 ・・・ 27 
○（中）国際交流基金 ・・・ 34 
   
〔国土交通省〕   

○（中）自動車事故対策機構  ・・・ 39 
○（中）住宅金融支援機構  ・・・ 44 
   
〔総務省〕   
○（中）郵便貯金・簡易生命保険管理機構 ・・・ 50 
   
〔文部科学省〕   

○（研）科学技術振興機構 ・・・ 54 
   
〔厚生労働省〕   
○（中）労働政策研究・研修機構 ・・・ 59 
   

 

 

 

 参考資料１ 







収入合計 219,935 202,375 204,951 165,873 162,724 税金 86 84 83 105 104 

業務委託費 20,058 21,463 21,224 34,727 45,538 

支払利息 44,754 46,551 50,380 65,649 60,721 

債券発行諸費  354 307 445 763 719 

予備費 - - - 141 141 

支  出  合  計 81,682 84,915 89,148 124,098 128,424 







11 1

指摘事項については、JICAが実施している助成金交付事業の事業対象者は基本的に継
続申請・交付している団体のみとなることから、以下の内部規程及び交付決定通知書
（様式）に記載済。
「移住者の団体に対する助成金交付基準」第13条（助成金の交付決定の取り消し）
「移住者の団体に対する助成金交付基準」第14条（助成金の返還）
「移住者の団体に対する助成金交付要領（執務要領）」第８条（加算金及び延滞金）
「移住者の団体に対する助成金交付要領（執務要領）」様式第２号（助成金交付決定
通知書）
また、申請書を作成するための「手引き」においても記載済。

３．その他

措置状況 措置内容・理由等

12 2
効果的かつ効率的な業務運営のため、各海外事務所において、国際交流基金、国際観光振
興機構、日本貿易振興機構の海外事務所との会議室の共同利用等の取組を通じて、法人間
の業務実施の連携を強化している。

13 2

平成25年３月に理事長を委員長とする「業務改善推進委員会」を機構内に設け、理事長主導
で社内横断的に業務改善を進めた。事務・事業のフロー等の分析を行い、事業の質の向上と
迅速化を図るための計画を策定した上で、抜本的な合理化・簡素化を進めている。この中で
戦略性を強化する対象プログラム（「強化プログラム」）の導入等事業の選択と集中に向けた
施策を実施すると共に、技術協力事業の計画策定や実施管理手順の変更、国内出張に係る
パック商品等チケット手配業務のアウトソーシング化等を実施した。

補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第179号。以下「補助金等適
正化法」という。)が適用又は準用される補助金・助成金等について、不正の手段により補助
金等の交付を受け、又は他の用途への使用をした者には、交付の取消や返還命令が行われ、
また場合によっては刑事罰が課されることを補助金等申請のためのパンフレット等に記載し
周知する。

措置済み

講ずべき措置 今後の対応方針

各法人の効果的かつ効率的な業務運営のため、法人間における業務実施の連携を強化し、共
同調達や間接業務の共同実施を進める。これにより、間接部門の余剰人材の事業部門への振
り分け等を可能にし、全体としての業務の最適化を図る。

引き続き、業務実施の連携強化を図るとともに、他法人との共同調達や間接
業務の共同実施の可能性について検討する。

各法人は、自らの事務・事業の見直しを行うために、「業務フロー・コスト分析に係る手引
き」（平成25年８月１日官民競争入札等監理委員会改訂）に示された手法等により業務フ
ローやコストの分析を行い、その結果に基づき、民間委託等を含めた自主的な業務改善を図
る。

平成27年度についても引き続き、「業務改善推進委員会」で策定した、事業の質の
向上と迅速化を図るための計画に基づき、業務改善に取り組む。
また、技術協力機材の在外調達支援業務について、業務フロー・コスト分析を平成
27年度中に実施し、民間委託を行った場合と直接実施した場合の運営状況等を比
較し、最適な業務実施方法について検討を行う。



［国際協力機構］ 

○ 政独委における勧告の方向性（平成 23.12.9）の主な指摘事項

第１ 在外機能の強化 
開発途上国の真のニーズの把握と現場の実情を踏まえた迅速な対応のため在外機能の強化が求められる一方、国

際協力機構の国内、在外の定員については、国内定員が在外定員を大幅に上回る状況。現地採用職員の活用や国内
における在外支援機能の強化等の取組を推進するとともに、総定員や総人件費の増加を招くことなく、着実に国内
定員を在外定員にシフトすることにより、在外機能を総合的に強化 

第２ 事務及び事業の見直し 
１ ＯＤＡ３事業（技術協力事業、有償資金協力事業及び無償資金協力事業）について、開発途上国の国や地域にお

ける真の援助ニーズに応えるため、要請主義による個別事業の実施ではなく、ＯＤＡ３事業を有機的に組み合わせ
たプログラム・アプローチの強化等により、事業を戦略的、効果的かつ効率的に実施。その際、事前、中間、事後
の評価などＰＤＣＡサイクル（Plan-Do-Check-Act cycle）を着実に推進するとともに、国民への説明責任を果た
す観点から、ホームページへの公表等を通じての「ＯＤＡの見える化」を充実 

２ 海外投融資事業について、現在実施されているパイロットアプローチで得られた教訓を業務実施体制、リスク審
査・管理体制等に確実に反映させた上で、万全の体制で事業を本格的に再開 

３ ボランティア派遣事業の実施に当たっては、同事業を含むＯＤＡ３事業等がそれぞれを補完しあい事業間相互の
相乗効果を最大限高めていくよう努め、効果的かつ効率的に実施。（ボランティア派遣事業の派遣隊員に支給され
る各種手当については、引き続き適正化を図る。） 

４ 草の根技術協力事業の実施に当たっては、ＮＧＯ等との連携を推進し、開発途上国の人々の生活改善・生計向上
に直接役立つ分野を中心として、効果的に実施 

５ 海外移住事業の見直し 
⑴ 日系人の日本語教師コース（上級２コース）については、独立行政法人国際交流基金に移管し、日系アイデン
ティティ向上を目的とするコースについては、引き続き国際協力機構で実施 

⑵ 日系個別研修については、日系社会における世代交代が進んでいる状況に鑑み、日系社会のニーズ及び外交政
策上の重要性を踏まえつつ、事業規模を縮減 

⑶ 海外移住者の団体に対する支援事業については、日系社会のニーズ及び外交政策上の重要性を踏まえつつ、役
割を終えたと判断される事業は廃止するなど事業を重点化して効果的かつ効率的に実施 

６ 国際協力機構研究所の行う研究事業については、研究成果の国際協力機構の事業での確実な活用及び国際的な援
助潮流へ影響を与えるためのプレゼンス向上という目的を達成するための研究領域・研究課題に限定して実施 

また、研究課題の設定及び研究成果について、国際協力機構の事業及び国際的な援助潮流への確実な貢献の観点
から定期的に検証 

第３ 海外事務所の見直し 
１ 次期中期目標期間中には、31 部局所 145 課（平成 23 年４月現在）の本部組織体制について、組織編成の理念
及びそれぞれの果たすべき機能・役割を再度整理した上で、その大括り化などにより、スリム化 

２ 各国際センター等の国内拠点については、独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針に基づく取組を着実に
進め、 
① 札幌国際センターと帯広国際センターについては、地元自治体・関係者との調整の上で統合を検討
② 東京国際センターと横浜国際センターについては、長期的な研修員受入事業の在り方、海外移住資料館の扱い

及び施設の稼働率等を踏まえ、統合について検討。大阪国際センター及び兵庫国際センターの統合並びに広尾
センターの機能移転等に伴う国内体制の見直しの進捗に合わせて、自治体等とも協議の上、次期中期目標期間
中に一定の結論を得る 

３ 国際協力機構、独立行政法人国際交流基金、独立行政法人日本貿易振興機構及び独立行政法人国際観光振興機構
の海外事務所については、外事務所の共用化を促進するため、海外事務所の共用化促進のための連絡会を海外にお
いて設置する等の仕組みを構築の上、共用化に向け積極的に検討。その際、利用者の利便性向上の観点から、海外
事務所と同じ国・地域に所在する独立行政法人以外の機関の事務所との共用化等、当該機関との連携についても検
討 

４ 在勤手当については、適正かつ厳格な見直しを行い、当該見直しに関して次期中期目標・中期計画に的確に反映 
５ 運営費交付金債務残高の発生原因や当該発生原因を踏まえた今後の対応等について、財務諸表、業務実績報告書
等で更に具体的に明示 

第４ 保有資産の見直し 
機構が保有する竹橋合同ビルの区分所有部分について有効な利活用方策を検討した上で、保有の必要性がなく、

売却が合理的であると判断される場合には処分を実施 
第５ 定量的かつ具体的な目標設定 

①人材養成・確保事業、②各国際センター等で実施する国民等の協力活動等の事業（国内拠点の利用者数）など、
現行中期目標期間中の業務実績等を踏まえ、次期中期目標・中期計画・年度計画等に、各事業の特性に応じて、可
能な限り定量的かつ具体的な目標を設定する。なお、定性的な目標設定とせざるを得ない場合であっても、目標の
達成度について第三者が検証可能なものとなるように努める 

第６ 業務全般に関する見直し 
１ 内部統制の更なる充実・強化 
２ 毎年の運営費交付金額の算定を運営費交付金債務残高の発生状況にも留意した上で厳格に実施 









10 1
不正受給、不正使用を行った場合に一定期間申請資格を停止するなどの制裁措置につ
いて、平成26年秋に公表した平成27年度プログラムから申請要項等に明記し，申請者
に対する周知を行った。

11 1
不正の手段により補助金等の交付を受け、又は他の用途への使用をした者には、交付
の取消や返還命令が行われ、また場合によっては刑事罰が課されることを、平成27年
度の全助成プログラムの申請要領に明記した。

３．その他

措置状況 措置内容・理由等

12 2

効果的かつ効率的な業務運営のため、各海外事務所において、国際観光振興機構、国
際協力機構、日本貿易振興機構の海外事務所との会議室の共同利用や，広報資料の相
互配置，メルマガ，SNSを通じた情報発信等の取組を通じて、法人間の業務実施の連
携を強化している。

13 2
適切な内部統制を図りつつ、効率的な運営に資するよう、業務フローの見直しを進め
ている。また個別には各案件に応じ、業務委託やコスト削減の方策検討を行ってい
る。

各法人の効果的かつ効率的な業務運営のため、法人間における業務実施の連携を強化し、共
同調達や間接業務の共同実施を進める。これにより、間接部門の余剰人材の事業部門への振
り分け等を可能にし、全体としての業務の最適化を図る。

・引き続き、業務実施の連携強化を図るとともに、海外事務所の共用化又は
近接化について情報共有や物件調査の取組を進める。
・共同購入や間接業務の共同実施については、国際観光振興機構との本部事
務所の共用化の実施に合わせ、同事務所の賃貸借に付随する間接業務等につ
いて共同購入や共同実施についての可能性を検討する。

各法人は、自らの事務・事業の見直しを行うために、「業務フロー・コスト分析に係る手引
き」（平成25年８月１日官民競争入札等監理委員会改訂）に示された手法等により業務フ
ローやコストの分析を行い、その結果に基づき、民間委託等を含めた自主的な業務改善を図
る。

市場化テストについては平成26年度までに8件実施済みであるが、業務フ
ローやコスト分析の手法を検討し、引き続き業務改善へ向けた取り組みをす
すめる。

不正受給、不正使用を行った場合に一定期間申請資格を停止するなどの制裁措置の導入を図
る。

-

補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第179号。以下「補助金等適
正化法」という。)が適用又は準用される補助金・助成金等について、不正の手段により補助
金等の交付を受け、又は他の用途への使用をした者には、交付の取消や返還命令が行われ、
また場合によっては刑事罰が課されることを補助金等申請のためのパンフレット等に記載し
周知する。

-

講ずべき措置 今後の対応方針



［国際交流基金］ 

○ 政独委における勧告の方向性(平成 23.12.9)の主な指摘事項

第１ 事務及び事業の見直し 

１ フィルムライブラリー充実（本部）事業の効率的・効果的実施（上映回数の少ない作品のパッケージ化、送料

及び保管料削減の観点から可能な限り DVD 素材を調達）。 

２ 日本語能力試験の収支の安定等（受験料による現地機関収入のみでの支弁の徹底、現地収支剰余金の基金への

還元の促進、適切な受益者負担の観点から現地の情勢も踏まえた適切な受験料設定） 

３ ＪＩＣＡから移管される日本語研修の効率的実施。 

４ 情報ライブラリーや海外図書館の利用者数増大。 

第２ 関係機関との連携確保等 

事業の重複排除及び協力・連携の確保・強化を図り、効果的かつ効率的に事業を実施するため、関係する機関

それぞれの役割を明確にするとともに、国際的な交流促進の観点から、情報共有や調整・連携の一層の促進に資

するよう、関係省庁・機関の協力のもと、外務省及び交流基金が中心となり、連絡会を設置する等、関係する機

関全体として協力・連携を確保・強化するための仕組みを構築するものとする。また、上記の協力・連携の見直

しに併せ、交流基金が実施している個々の事業について、事業環境の変化や、それに応じた政策の動向を踏まえ

つつ、廃止や他機関への移管も含め、不断の見直しを行う。 

第３  業務実施体制等の見直し 

１ 組織の再編及び人員配置の適正化 

事業に必要な人員を確保しつつ、廃止等されている事業については、不断に、総人件費削減に資するような組

織の再編及び人員配置の適正化を図る。 

２ 京都支部の見直し 

京都支部の業務運営の合理化の観点から、①内部統制に留意しつつ、原則として、退職職員を嘱託職員として

雇用し支部長へ任用、②大阪府や奈良県に滞在しているフェローに対する支援等については、当該フェローの利

便性に配慮しつつ、大阪府に設置されている関西国際センターと連携して実施する等の措置を講ずる。 

３ 在勤手当の見直し 

在勤手当については、基本方針に基づき、外部有識者による検証、在外給与水準の調査等を踏まえた見直しを

行っているところである。総人件費削減の観点から、当該見直しに関して次期中期目標・中期計画に的確に反映。

また、当該見直しに併せ、海外運営専門員、日本語専門家等の交流基金職員以外の在勤手当についても見直しを

行い、次期中期目標・中期計画に的確に反映。 

４   海外現地情勢の的確な把握等 

適正な予算執行及び効果的な事業実施の観点から、在外公館や交流基金の海外事務所の情報収集機能を活用す

ることにより、海外現地情勢の悪化等の変化について、的確な予測を行う。また、外貨建債券の運用・監理につ

いては、交流基金の資金運用諮問委員会及び外務省独立行政法人評価委員会における点検や検討の結果を踏まえ、

欠損金の発生を抑制し、法人財政を健全化するために必要な措置を講ずる。 

第４  海外事務所の見直し 

交流基金、ＪＩＣＡ、独立行政法人日本貿易振興機構及び独立行政法人国際観光振興機構の海外事務所の共用

化促進のための連絡会を海外において設置する等の仕組みを構築の上、共用化に向けた積極的な検討を行う。そ

の際、利用者の利便性向上の観点から、海外事務所と同じ国・地域に所在する独立行政法人以外の機関の事務所

との共用化等、当該機関との連携についても検討。 

第５  定量的な目標設定 

業務の質の向上及び的確な業務実績評価の実施の観点から、次期中期目標・中期計画においては、可能な限り

定量的目標を設定するとともに、定量的目標を設定するものについては、現行中期目標期間における実績を踏ま

えた目標を設定する。また、併せて、個々の事業の到達目標を明確にする。 

第６ 業務全般に関する見直し 

１  内部統制については、更に充実・強化を図る。 

２  毎年の運営費交付金額の算定については、運営費交付金債務残高の発生状況にも留意した上で、厳格に行う。 





その他収入 124 137 59 27 77 借入金償還 1,356 1,398 1,280 1,257 1,103 

合計 13,371 13,446 13,369 13,565 13,625 合計 13,445 13,472 13,605 14,899 14,718 







［自動車事故対策機構］ 

○ 政独委における勧告の方向性（平成 23.12.9）の主な指摘事項 

 
第１ 事務及び事業の見直し 

１ 安全指導業務（適性診断事業及び指導講習事業）については、基本方針において、ユニバーサルサービスを確

保しつつ、民間への業務移管を進めるとされていることから、次期中期目標において、民間参入の障壁となる要

因分析等を行い、民間参入促進のための具体的な取組方策（認定取得の支援等・その実施時期を含む。）を策定

することを明記。 

２ 安全マネジメント業務（運輸安全マネジメント評価等）については、民間事業者でも実施していることから、

自動車事故対策機構が独立行政法人として行う必要性等を明らかにした上で、次期中期目標等において、国の政

策目標における自動車事故対策機構の任務の位置付け、国・民間等との役割分担など自動車事故対策機構が担う

任務・役割を明記。 

３ 自動車アセスメント業務については、基本方針において「交通安全環境研究所への移管について、交通安全環

境研究所の施設改修の要否を検討する」とされていることから、その検討状況を踏まえつつ、移管に向けた具体

的な取組を行う。 

４ 療護センター運営業務については、公平な治療機会を確保する観点から、①自動車事故被害者及びその家族に

対する療護センターの周知を徹底するとともに、②療護センターで得られた知見・成果の他の医療機関等への普

及促進や在宅介護者等への支援を進めるものとする。これらの取組については、次期中期目標等において具体的

に明記するとともに、目標達成度の厳格かつ客観的な評価に資するよう、達成すべき内容や水準等を可能な限り

具体的かつ定量的に示すものとする。また、療護センター及び療護施設機能一部委託病床への委託費のコスト要

因を分析し、必要な医療水準を維持しつつ、引き続きコスト削減を図る。 

５ 生活資金貸付業務については、新規貸付の減少、リスク管理債権の増加がみられるほか、回収金等収入に対し

て多額の事業費用を要していることから、①貸付の減少要因の分析及び貸付需要の把握、②貸付を必要とする者

への制度の周知徹底、③貸付を受けた者に対する債権管理・回収の一層の強化、④債権管理・回収コスト要因の

分析及びコスト削減、以上の取組を行い、あわせて、その支援のあり方を含めて、現在の手法が効果的かつ効率

的なものであるか検討。 

第２ 事務所等の見直し 

 全国 50 か所に置かれている主管支所及び支所については、①自動車関係３法人（自動車検査独立行政法人、

自動車事故対策機構及び独立行政法人交通安全環境研究所）の統廃合について議論があること、②支所等の間で

配置人員と業務量に較差があること、③被害者援護業務を充実させる方向にあること、④安全指導業務の民間移

管を促進することとしていること、⑤適性診断事業の電子化が完了したことを踏まえ、支所業務の集約化・効率

化にとどまらず、支所の合理化を図る。 

 第３ 業務全般に関する見直し 

１  内部統制については、更に充実・強化を図る。 

２  毎年の運営費交付金額の算定については、運営費交付金債務残高の発生状況にも留意した上で、厳格に行う。 

 
 

 

 

 

 

 













［住宅金融支援機構］ 

○ 政独委における勧告の方向性（平成 23.12.9）の主な指摘事項 
 

第１ 事務及び事業の見直し 

１ 証券化支援業務については、繰越欠損金が発生している状況にあることから、引き続き、業務改善に努める必要｡

その際、証券化支援業務の対象となる住宅ローンの金利構成要素のうち、機構の経費相当額の金利部分については、

業務に係る経費率が低下しているにもかかわらず、機構発足後変更が行われていないことから、証券化支援事業の

経営状況を勘案しつつ、機構の自主的な取組として、優良な住宅ストックの形成に資するよう、機構の経費相当額

の金利の引下げの検討を含め商品の見直し等を行う｡ 

２ 基本方針において、住宅融資保険業務については、証券化支援事業と連動して実施する必要のある事業等に限り、

また、住宅資金貸付業務については、賃貸住宅融資について、省エネ性能の高い住宅の供給に関連する融資事業に

限り、まちづくり融資について、権利調整が難しく、事業が長期化するマンション建替え事業等について中小事業

者が実施するものに限り、それぞれ民間による代替が可能となるまでの措置として行うことなどとされていること

から、次期中期目標等において、その業務範囲を具体的に明らかにするとともに、民間の事業者による代替状況を

踏まえ、機構の業務の見直しの検討を行うことを明記。 

３ 既往債権管理勘定以外の勘定全体（保証協会承継業務経理を除く。）の繰越欠損金の解消については、第２期中

期目標期間の最終年度までにその解消を目指すというこれまでの方針に従い処理を一層推進。このため、繰越欠損

金の発生要因等を分析した上で、次期中期目標等において、具体的な処理方策及びスケジュール等を明記。また、

既往債権管理勘定についてもその解消に向けて債権管理・回収を的確に行う。 

第２ 内部組織等の見直し 

１ 住宅融資保険業務及び住宅資金貸付業務のうち基本方針において廃止することとされた業務に係る組織・人員の

合理化を進める。支店については、機構の主要な業務が直接融資から証券化支援に変更され、支店の業務内容が変

化していることから、全国を 11 ブロックに分けている現在の支店体制について、業務量に応じた効率的・効果的

な体制となるよう統廃合を含めた配置等の見直しを進める。 

２ 第１期中期目標期間中に収賄事件等が発生したことを受けて、機構においては、発生要因と対応策の検討のため

の第三者を主体とする「職員不祥事再発防止検討委員会」を設け、今後の内部統制の取組方法等について検討し、

結果報告が行われたところ。また、会計検査院からバリアフリー賃貸住宅建設資金の貸付け審査についても指摘を

受けているところ。したがって、次期中期目標等においては、職員不祥事再発防止検討委員会の結果報告等を踏ま

えた内部統制システムについてＰＤＣＡサイクルを確立し、その具体的な取組を明記。また、あわせて、総務省の

「独立行政法人における内部統制と評価に関する研究会」が昨年３月に公表した報告書（「独立行政法人における

内部統制と評価について」）、及び総務省政策評価・独立行政法人評価委員会から独立行政法人等の業務実績に関す

る評価の結果等の意見として各府省独立行政法人評価委員会等に通知した事項を参考にする。 







１．「各法人等において講ずべき措置」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

01 1
独立行政法人通則法の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備に関する法
律が第186回通常国会において、平成26年６月６日成立、６月13日公布。

02 3

現時点では、機構には、引き続き、独立行政法人として、旧契約（民営化前に預入
が行われた定期性の郵便貯金及び民営化前に契約された簡易保険）を適正かつ確実
に管理し、これらに係る債務を確実に履行させる。

【理由】
機構は、独立行政法人郵便貯金・簡易生命保険管理機構法により「日本郵政公社

から承継した郵便貯金及び簡易生命保険を適正かつ確実に管理し、これらに係る債
務を確実に履行」することを目的として設置された。

旧契約に係る債務については、機構を設立した平成19年から減少しているもの
の、平成26年度末時点においても依然その水準は高い。保険については、旧契約の
契約件数が新旧契約合計の約61％、貯金（定期性商品）については、旧契約に係る
残高が新旧契約合計の約19％を占めている。

２．「法人の事務・事業の特性に応じた、ガバナンスの高度化等の制度・運用の見直し」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

３．その他

措置状況 措置内容・理由等

03 3

郵便貯金・簡易生命保険管理機構は、例えば消耗品の調達について、業者との間で
以前から頻繁に見積り合わせを重ねてきた結果、大規模企業等の団体と同等の最低
価格単価での調達を実現できていることもあり、他法人との共同調達は実施してい
ない。

04 2

平成22年度に設置した理事を長とする「業務実施体制の検証・効率化プロジェク
ト」において、毎年度、「業務フロー・コスト分析に係る手引き」を参考にしつ
つ、業務・組織体制及びそのコストについて検証を行っている。

平成26年においては、同年7月に周知・広報業務の一部を総務課から貯金部及び保
険部へ移管するなど、事務処理体制の見直しを行った。

また、従来、部外委託をしていた国際ボランティア貯金寄付金配分事務に係る監
査業務について、平成27年度以降、機構職員が直接実施することにより、事務処理
体制の効率化と経費の節減を行った（これによる平成27年度の予算削減額は約600万
円）。

講ずべき措置 今後の対応方針

中期目標管理型の法人とする。 －

将来的には、管理する債務の減少の状況等を見据えた上で、本法人の解散について検討を行
い、必要な措置を講ずる。

将来的に、機構の管理する債務の減少の状況等を見据えた上で、必要な検
討を行い、措置を講じる。

講ずべき措置 今後の対応方針

講ずべき措置 今後の対応方針

各法人の効果的かつ効率的な業務運営のため、法人間における業務実施の連携を強化し、共
同調達や間接業務の共同実施を進める。これにより、間接部門の余剰人材の事業部門への振
り分け等を可能にし、全体としての業務の最適化を図る。

立地条件、会計基準・調達基準等に配慮しつつ、他の法人の取組事例を参
考にしながら、今後検討してまいりたい。

各法人は、自らの事務・事業の見直しを行うために、「業務フロー・コスト分析に係る手引
き」（平成25年８月１日官民競争入札等監理委員会改訂）に示された手法等により業務フ
ローやコストの分析を行い、その結果に基づき、民間委託等を含めた自主的な業務改善を図
る。

平成27年度以降においても継続的に検証を行い、見直しを図る。

所管 法人名 郵便貯金・簡易生命保険管理機構 総務省 ０６ Ｎｏ 

該当なし 

H19（設立時） H26年度末 H19（設立時） H26年度末
郵便貯金・ゆうちょ銀
行預金残高（定期性）

131兆5,880億円 22兆725億円 0 97兆1,532億円

簡易生命保険・かんぽ
生命保険契約数

6,125万件 2,290万件 0 1,486万件

旧契約 新契約



［郵貯・簡保管理機構］ 

○ 政独委における勧告の方向性（平成 23．12．9）の主な指摘事項 
 

第１ 事務及び事業の見直し 

１ 本法人が承継した郵便貯金及び簡易生命保険を取り扱う事業所に対する実地監査を網羅的に行うことは

実態上難しい状況を踏まえ、監査業務を効果的かつ効率的に実施するため、業務委託先及び再委託先の内

部統制機能を活用して、各組織で実施する内部監査の結果の利用を進めるなど、監査業務の充実を図る。 

 また、監査業務の実施に当たっては、効率的な実施に留意し、全体の経費の増大を招かないものとする。 

２ 郵便貯金及び簡易生命保険の早期受取を勧奨するための広報活動については、ウェブによる認知度のア

ンケート調査により効果を検証しているが、ウェブを利用できない環境にある者も考慮し、実際に窓口に

おいて権利行使をした者に対する実態調査などにより費用対効果を十分検証し、より効果的かつ効率的な

広報を実施する。また、広報活動の実施に当たっては、効率的な実施に留意し、全体の経費の増大を招か

ないものとする。 

第２ 業務実施体制の見直し 

本法人が承継した郵便貯金残高及び簡易生命保険契約件数が、法人設立当初に比べて年々減少し、今後

も更なる減少が見込まれていること、国際ボランティア貯金寄附金配分事業が次期中期目標期間中の完了

が見込まれていることを踏まえ、適切かつ効率的に業務を実施するため、業務量に応じて組織・人員の合

理化を図り、計画的に人件費の削減を進める。その際、部の統合についても検討する。 

第３ 積立金の処理に関する見直し 

本法人の積立金については、郵便貯金の権利消滅金及び簡易生命保険の時効完成益が大宗を占め、全て

の額が将来に渡り業務を確実に実施する上で必要な資金とまでは認め難いことから、法人の解散、新組織

への権利義務承継の動向にも留意し、国の財政事情も踏まえつつ国庫納付の在り方を検討する。また、個

別法第 25 条の規定に基づく積立金の処分に当たっては、法人設立後最初の処分であることから、次期中

期目標期間における積立金として整理する金額を厳格に算出する。 

第４ 業務全般に関する見直し 

内部統制については、更に充実・強化を図るものとする。 

 







１．「各法人等において講ずべき措置」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

01 1
独立行政法人通則法の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備に関する法
律が第186回通常国会において、平成26年６月６日成立、６月13日公布。

02 2

日本学術振興会（JSPS）が実施する科学研究費補助金による学術研究の成果を、
科学技術振興機構（JST）が実施する科学技術イノベーションに資する研究につなげ
ていくため、科学研究費補助金の成果やJSTの研究成果を網羅的に把握し、JSTの研
究開発事業の企画・立案へ活かすためのデータベースを構築し、運用を開始した。
定常的な運用に向けて、データベースとしての必要な機能の整備及び定期的なデー
タ収容の仕組み作りを進め、平成26年度にデータベース整備を完了し、連携を強化
した。

03 1

・独立行政法人日本医療研究開発機構法が第186回通常国会において、平成26年５月
23日成立、５月30日公布
・移管に必要な作業は完了し、平成27年４月１日に日本医療研究開発機構が発足し
た。

04 2

（研究費の不正使用に対する防止策）
平成26年２月に改正された「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイド

ライン（実施基準）」を踏まえ、今年度より、新たに体制整備等自己評価チェック
リストの提出、間接経費削減等の措置等について周知徹底を行うとともに、研究費
の不正使用に対する防止策を強化した。

（研究活動の不正行為に対する防止策）
「研究活動における不正行為への対応等に関するガイドライン（平成26年８月26

日文部科学大臣決定）」を踏まえ、当該ガイドラインの周知徹底や研究倫理に関す
る教材の履修の義務づけ、申請時に研究倫理教育を受講していることを要件化する
等の対策を講じた。

（委託先機関のガバナンス強化）
委託先機関において、不正事案に対する組織的な対応が滞りなく実施できるよ

う、文科省のガイドライン等でどのようなことが求められているかについて、ホー
ムページにおける情報の掲載、説明会における説明・問い合わせ対応等を通じて、
各機関の関係者が必要な情報を把握できるよう支援を実施。

学術研究の成果を科学技術イノベーションに資する研究につなげていくため、日本学術振興
会との連携を強化する。

引き続きJSTのデータベースの充実のために日本学術振興会から科研費に係
る情報の提供を受けるなど、連携強化に向けた取組を進める。左記の取組
を含め、平成27年度から研究公正事業の推進にあたっては、協力体制を構
築し、連携強化を進める。

本法人がこれまで実施してきた医療分野の研究開発に係るファンディング機能は、所要の人
員も含め日本医療研究開発機構（仮称）に移管する。

－

ファンディング機能を有する代表的機関として、国からの運営費交付金や民間からの資金等
を用いて大学等機関への委託を行う研究開発業務について、不正防止策を強化するととも
に、委託先機関のガバナンス強化に対する支援を行う。

今後、「研究公正活動における不正行為への対応等に関するガイドライ
ン」を踏まえ、研究活動の不正行為に対する防止策を強化する。
また、「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン（実施
基準）」を踏まえ、研究費の不正使用に対する防止策や委託先機関のガバ
ナンス強化の支援を引き続き実施する。

講ずべき措置 今後の対応方針

研究開発型の法人とする。 －

所管 法人名 科学技術振興機構 文部科学省 ２５ Ｎｏ 



２．「法人の事務・事業の特性に応じた、ガバナンスの高度化等の制度・運用の見直し」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

05 2

（研究費の不正使用に対する防止策）
平成26年2月に改正された「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライ
ン（実施基準）」を踏まえ、今年度より、新たに体制整備等自己評価チェックリス
トの提出、間接経費削減等の措置等について周知徹底を行うとともに、研究費の不
正使用に対する防止策を強化した。

（委託先機関のガバナンス強化）
委託先機関において、不正事案に対する組織的な対応が滞りなく実施できるよう、
文科省のガイドライン等でどのようなことが求められているかについて、ホーム
ページにおける情報の掲載、説明会における説明・問い合わせ対応等を通じて、各
機関の関係者が必要な情報を把握できるよう支援を実施。

06 1
研究機関・大学との契約書に研究不正に関する条項を設け、①研究不正に係る研究
費の返還、②JST全事業への研究者の応募資格の一定期間停止措置などを導入してい
る。

07 － －

３．その他

措置状況 措置内容・理由等

08 2

・海外事務所を有する他法人と情報共有を行うこと等より連携を強化し、パリ事務
所について、平成25年7月から、宇宙航空研究開発機構、日本原子力研究開発機構、
情報通信研究機構と共用事務所を借り上げ、平成26年2月までに4法人の共用化を完
了し、借上げ費用の削減を図った。
・文部科学省所管の８法人で設置した研究開発調達検討会合において、ベストプラ
クティスの抽出・実行について、契約額の適正化、競争性・透明性の向上等の具体
策の検討を行い、平成24年1月に取りまとめた検討結果を踏まえて、JSTにおいて
は、納入実績情報の共有を行っている。

09 2
JSTの事務・事業を効果的・効率的に行うため、業務フローの見直しを行い、業務シ
ステムの構築を進め、自主的な業務改善を図っている。

各法人は、自らの事務・事業の見直しを行うために、「業務フロー・コスト分析に係る手引
き」（平成25年８月１日官民競争入札等監理委員会改訂）に示された手法等により業務フ
ローやコストの分析を行い、その結果に基づき、民間委託等を含めた自主的な業務改善を図
る。

今後も、引き続き、業務フローの見直しを行い、業務システムの構築を進
め、自主的な業務改善を図っていく。

補助金に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第179号。以下「補助金等適
正化法」という。）が適用又は準用される補助金・助成金等について、不正の手段により補
助金等の交付を受け、又は他の用途への使用をした者には、交付の取消や返還命令が行わ
れ、また場合によっては刑事罰が課されることを補助金等申請のためのパンフレット等に記
載し周知する。

－

講ずべき措置 今後の対応方針

各法人の効果的かつ効率的な業務運営のため、法人間における業務実施の連携を強化し、共
同調達や間接業務の共同実施を進める。これにより、間接部門の余剰人材の事業部門への振
り分け等を可能にし、全体としての業務の最適化を図る。

今後も、引き続き、市場性が低く競争性が確保しにくい研究機器等につい
ては、法人間で必要に応じて情報交換を行い、予定価格の適正化を図って
いく。

講ずべき措置 今後の対応方針

不正受給、不正使用を防ぐため、交付後の調査を的確に実施するとともに、受給団体の法令
遵守体制の確保のためガバナンス強化の支援に努める。

「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン（実施基
準）」を踏まえ、研究費の不正使用に対する防止策や委託先機関のガバナ
ンス強化の支援を引き続き実施する。

不正受給、不正使用を行った場合に一定期間申請資格を停止するなどの制裁措置の導入を図
る。

－



［科学技術振興機構］ 

○ 政独委における勧告の方向性（平成 23．12．9）の主な指摘事項 
 

第１ 事務及び事業の見直し 

１ 実施している事業について、「科学技術基本計画」（平成 23年８月 19日閣議決定）の趣旨を踏まえ事業

を再編し展開するに当たり、これまで以上に研究等の成果が国民生活へ還元される、あるいは還元された

ことが国民に具体的に分かるような形で明らかにするものとする。 

２ 「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」（平成 22年 12月７日閣議決定）で定められた競争的

資金の大括り化に当たっては、その目的である事業運営の効率化を図る観点から、審査や研究課題に係る

各種業務の事務管理コストの合理化等の効果を具体的に明確にするものとする。 

３ 競争的資金の配分に当たっては、その透明性の一層の確保の観点から、戦略目標達成の成否を左右する

研究領域や研究総括等の選定に係る手順、選定の背景等の理由や経緯等を更に具体的に明らかにするとと

もに、それらの選定が適切であったかどうかの事後評価を厳格に行うものとする。 

４ 法人活動から生じる多くの特許については、戦略的な方針の下、技術移転活動の活性化を推進するとと

もに、将来の知的財産の活用の可能性及びその困難性を考慮しつつ、出願や審査請求等の際の必要性の検

討の厳格化や、長期間未利用となっている特許の再評価による削減を計画的かつ継続的に行うことにより、

研究成果の活用の促進及び管理の適正化を一層推進するものとする。 

５ 基本方針で定められた科学技術文献情報提供事業の平成 24年度中の民間事業者によるサービスの実施

に当たり、新たな事業スキームの下での着実な収入見込みを踏まえた経営改善計画を策定し、累積欠損金

の縮減を計画的に行うものとする。 

第２ 業務実施体制の見直し 

 科学技術文献情報提供事業の平成 24年度からの民間事業者によるサービスの実施、地域イノベーション

創出総合支援事業の 25年度末まででの廃止及びこれによる全国 19か所に立地するイノベーションプラザ

等の廃止並びに研究員の雇用形態を科学技術振興機構の直接雇用から大学や研究機関等への委託に順次変

更していることによる管理部門等の関係部門の業務の縮小等に伴う、定年制常勤職員、任期付常勤職員、

非常勤職員の計画的合理化を図るものとする。 

第３ 保有資産の見直し等 

 設置当初に比し職員数が減少している経理や総務等の管理部門が入居している法人本部（埼玉県川口市）

や東京都練馬区及び茨城県つくば市の２か所に設置している情報資料館や職員宿舎について、移転等のト

ータルコスト等も踏まえつつ事務所等の見直しの徹底を図るものとする。 

第４ 業務全般に関する見直し 

１ 内部統制については、更に充実・強化を図るものとする。 

２ 毎年の運営費交付金額の算定については、運営費交付金債務残高の発生状況にも留意した上で、厳格に

行うものとする。 









［労働政策研究・研修機構］ 

○ 政独委における勧告の方向性（平成 23．12．9）の主な指摘事項 
 

第１ 事務及び事業の見直し 

１ 調査研究成果が、どの程度労働政策の企画・立案・推進に直接的に寄与したかを示す、分かりやすい指

標を新たに設定し、その結果を国民に公表するものとする。また、調査研究成果ごとの普及状況を客観的

に把握するための指標を新たに設定し、その結果を国民に公表するものとする。 

さらに、これらの取組を通じて、あらかじめ調査研究テーマごとに具体的な利用目的や上記指標に係る

数値目標を設定し、調査研究の事前・中間・事後の各段階における評価基準を明らかにした上で、外部評

価委員会の活用によりその達成度を含め厳格に評価するものとする。その際、中間段階で成果が期待でき

ないと評価されたテーマは廃止するなどにより、労働政策の企画・立案に直接貢献する調査研究に一層重

点化し、業務の縮減を図っていくものとする。 

２ 研究員と調査員の成果を明確にした上で、調査員の位置付けを改めて検証し、必要性の乏しい業務は廃

止するとともに、外部委託や非常勤職員を最大限活用した徹底的な業務の見直しを行い、調査員の担う業

務は真に必要なものに厳選し、併せて要員についても適正規模に縮減するものとする。 

第２ 業務運営体制の見直し 

 「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」（平成 22 年 12 月７日閣議決定）に基づき、労働行

政担当職員研修（労働大学校）が国に移管されることに伴い、間接部門の業務量が削減されることを踏ま

え、理事長のリーダーシップの下、重複業務の一元化及び事務処理の一層の効率化を進めることにより、

組織の再編と併せて、職員構成を含め業務量に見合った運営体制の見直しを行うものとする。 

第３ 業務全般に関する見直し 

１ 内部統制については、更に充実・強化を図るものとする。 

２ 毎年の運営費交付金額の算定については、運営費交付金債務残高の発生状況にも留意した上で、厳格に

行うものとする。 










